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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第23期
第２四半期
累計期間

第24期
第２四半期
累計期間

第23期

会計期間
自  平成24年３月１日

至  平成24年８月31日

自  平成25年３月１日

至  平成25年８月31日

自  平成24年３月１日

至  平成25年２月28日

売上高 （百万円） 18,463 17,821 38,658

経常利益 （百万円） 1,126 835 2,902

四半期(当期)純利益 （百万円） 676 448 2,470

持分法を適用した場合の投資
利益

（百万円） － － －

資本金 （百万円） 1,617 1,617 1,617

発行済株式総数 （千株） 15,597 15,597 15,597

純資産額 （百万円） 14,551 16,189 16,192

総資産額 （百万円） 27,104 27,002 29,849

１株当たり四半期(当期)純利
益

（円） 43.95 29.24 160.90

潜在株式調整後１株当たり四
半期(当期)純利益

（円） 43.94 29.21 160.77

１株当たり配当額 （円） 10.00 20.00 40.00

自己資本比率 （％） 53.7 59.9 54.2

営業活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） △636 △1,889 1,563

投資活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） △53 △192 △736

財務活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） △380 △528 △602

現金及び現金同等物の四半期
末(期末)残高

（百万円） 9,923 8,607 11,218

　

回次
第23期
第２四半期
会計期間

第24期
第２四半期
会計期間

会計期間
自  平成24年６月１日

至  平成24年８月31日

自  平成25年６月１日

至  平成25年８月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 9.63 1.29

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２  当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

　
２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は、前事業年度の有価証券報告書に記

載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　
(1)  業績の状況

当第２四半期累計期間（平成25年３月１日～平成25年８月31日）における我が国の経済は、いわゆる「アベ

ノミクス」に伴う円安・株高を背景に、生産活動や消費マインドの改善が進んでおり、雇用情勢についても、

有効求人倍率が上昇するなどの改善の動きがみられます。消費者物価としてはほぼ横ばいとなっている状況で

す。

１）消費環境の状況

株高による資産効果により宝飾・貴金属などの高額品の販売が好調な半面、衣料品や日用品などは、節約志向

への意識が依然として強く、予断を許さない状況であります。

また、天候については、４月中旬から５月上旬にかけては寒気の影響により全国的に低温となった一方、６月

以降は平年より高温となり、８月には各地で猛暑となるなど、気温の変動が大きく、衣料品の消費に影響を及ぼ

しました。

２）当社の状況

厳しい消費環境のもと、当社は以下のような施策を実施して、顧客満足度の向上を図り、売上・売上総利益の

確保に努めております。

①商品施策

商品面におきましては、吸汗速乾、抗菌防臭などの夏機能素材「SA・RA・RI　Cool」を使用した商品や、日

用品メーカーの衣料用柔軟仕上げ剤の香りがするレディースウェアを発売するなど、話題性のある商品開発を

実施、「股上深めのスキニーが欲しい」などのお客様の声を商品開発に取り入れるなど、お客様ニーズに応え

る品揃えに取り組みました。

尚、当第２四半期会計期間におけるＰＢ及びＮＰＢ（ナショナルプライベートブランド）の売上シェアは前

年同期と比較して約11ポイント増の約50％となりました。

②販売施策

販売促進活動におきましては、昨年好調に推移したナノプラチナデニムのＴＶＣＭを放映するとともに、女

性をターゲットとした着こなし提案で好評なフリーマガジン「nana　STYLE」Vol．８を発行しました。また、

シニアをターゲットに、毎月15日・16日を「シルバーデー」として60歳以上のお客様に割引販売を継続実施し

ました。更に、モバイル会員様向け特典の配信を継続的に実施しました。その結果、モバイル会員は前期末対

比で25万人増の119万人を突破し、多数のお客様の支持を得ました。

③出退店施策

出退店につきましては、７店舗の改装を実施したほか、ＳＣ（ショッピングセンター）に17店舗を新規出店

した一方、退店12店舗により、当第２四半期会計期間末店舗数は481店舗（前年同四半期比４店舗増加）となり

ました。

尚、当第２四半期は、今後の業態統一の一環としてゴールウェイ業態12店舗の改装閉店セールを実施し、改

装準備を行いました。
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これらの結果、当第２四半期累計期間における売上高は17,821百万円（前年同四半期比3.5％減）、売上総利

益率は前年同四半期比0.3ポイント改善（48.2％）、営業利益は768百万円（前年同四半期比26.7％減）、経常

利益は835百万円（前年同四半期比25.8％減）、四半期純利益は448百万円（前年同四半期比33.7％減）となり

ました。

　

　

(2)  財政状態の分析

（資産）

当第２四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べ2,846百万円減少し、27,002百万円となりま

した。

流動資産は、前事業年度末に比べ2,708百万円減少し、19,138百万円となりました。これは主に現金及び預金

が2,613百万円、商品が320百万円それぞれ減少した一方で、売掛金が269百万円増加したこと等によるものであ

ります。

固定資産は、前事業年度末に比べ138百万円減少し、7,863百万円となりました。これは主に敷金及び保証金

が146百万円減少したこと等によるものであります。

　

（負債）

当第２四半期会計期間末における負債合計は、前事業年度末に比べ2,843百万円減少し、10,812百万円となり

ました。

流動負債は、前事業年度末に比べ2,586百万円減少し、8,089百万円となりました。これは主にファクタリン

グ債務が1,680百万円、未払法人税等が699百万円それぞれ減少したこと等によるものであります。

固定負債は、前事業年度末に比べ257百万円減少し、2,722百万円となりました。これは主に長期未払金が175

百万円減少したこと等によるものであります。

　
（純資産）

当第２四半期会計期間末における純資産合計は、前事業年度末に比べ３百万円減少し、16,189百万円となり

ました。

これは主に四半期純利益を448百万円計上した一方で、剰余金の配当459百万円を行ったこと等によるもので

あり、総資産に占める自己資本比率は59.9％となり前事業年度末に比べ5.7ポイント増となりました。
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(3)  キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は営業活動、投資活動及び財

務活動によるキャッシュ・フローがマイナスとなり、資金は前事業年度末に比べ2,611百万円減少し、8,607百

万円となりました。

また、当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

　

①営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果支出した資金は、1,889百万円（前年同四半期比1,253百万円増）となりました。

これは主に、税引前四半期純利益を821百万円計上するとともに、仕入債務の減少2,024百万円及び法人税

等の支払額872百万円等によるものであります。

　

②投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果支出した資金は、192百万円（前年同四半期比139百万円増）となりました。

これは主に、有形固定資産の取得による支出188百万円、敷金及び保証金の差入による支出96百万円等によ

るものであります。

　

③財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果支出した資金は、528百万円（前年同四半期比147百万円増）となりました。

これは主に、割賦債務の返済による支出67百万円及び配当金の支払額459百万円等によるものであります。

　

(4)  事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

　

(5)  研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①  【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 31,000,000

計 31,000,000

　

②  【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)

(平成25年８月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成25年10月11日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 15,597,638 15,597,638
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株で
あります。

計 15,597,638 15,597,638 － －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成25年７月10日

新株予約権の数(個) 123（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 12,300

新株予約権の行使時の払込金額(円) １

新株予約権の行使期間
自　平成25年８月１日
至　平成55年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　　667
資本組入額　　　334（注）２

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締
役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５
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（注）１．新株予約権１個当たりの目的となる株式の種類及び数は、当社の普通株式100株とする。

なお、新株予約権の割当日後、当社が普通株式の株式分割(普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。)又

は株式併合を行う場合、次の算式(普通株式の無償割当ての比率は、自己株式には割当てが生じないことを

前提として算出した比率とする。)により目的となる株式の数を調整するものとする。かかる調整は当該時

点において未行使の新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が

生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

　

調整後割当株式数＝調整前割当株式数×株式分割又は株式併合の比率

　

調整後割当株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日以降、株式併合の場合は、その効

力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社

の株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以

前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後割当株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以

降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。

上記の他、新株予約権の割当日後、目的となる株式の数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた時

は、合理的な範囲で調整する。

また、目的となる株式の数の調整を行うときは、当社は調整後株式数を適用する日の前日までに、必要な

事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者に通知する。ただし、当該適用の日の前日

までに通知を行うことができない場合には、以後速やかに通知するものとする。

２．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

①新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これ

を切り上げる。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等

増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

３．新株予約権の取得事由

①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる吸収分割契約若しくは新設分割計画承

認の議案、又は当社で完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき当社の株主

総会で承認された場合(株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合。)は、取締役

会が別途定める日に、当社は、新株予約権を無償で取得することができる。

②新株予約権の目的である株式の内容として当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全

部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案が株主総会で承認された場合は、取締役

会が別途定める日に、当社は、新株予約権を無償で取得することができる。

４．新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社の取締役の地位を全て喪失した日から10日を経過する日までの間に限り、新株予約

権を行使できるものとする。

②新株予約権者が競合他社(当社及び当社の子会社の事業と競合する事業を行う会社をいう。)の役職員又は

顧問等に就任又は就職する場合は行使できないものとする。ただし、当社の書面による承諾を事前に得た

場合を除く。

③１個の新株予約権をさらに分割して行使することはできないものとする。

④新株予約権が(ⅰ)重大な法令に違反した場合、(ⅱ)当社の定款に違反した場合又は(ⅲ)取締役を解任され

た場合には行使できないものとする。

⑤新株予約権者が、新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出た場合は行使できないものとする(新株

予約権の一部の放棄の場合は、当該新株予約権の一部について行使できないものとする)。

⑥新株予約権者が死亡した場合、上記①に拘わらず、新株予約権に係る権利を承継した相続人が新株予約権

を行使できるものとする。

⑦その他の新株予約権の行使条件については、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に

定めるところによる。
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５．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転をする場合の新株予約権の交付

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（これらを総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編行為の効力発生の

直前の時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、会

社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権

を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再

編対象会社は新たに新株予約権を交付するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株

予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割契約、株式交換契約又は

株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する数と同一の数とする。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、(注)１に準じて決定する。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上調整

した再編後の行使価額に上記③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

を乗じて得られる金額とする。

⑤新株予約件を行使することができる期間

交付される新株予約権を行使することができる期間は、新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の

効力発生日のいずれか遅い日から、新株予約権の行使期間の満了日までとする。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(注)２に準じて決定する。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。

⑧新株予約権の取得事由及び行使の条件

新株予約権の取得事由及び行使の条件は、(注)３及び(注)４の定めに準じて、組織再編行為の際に当社の

取締役会で定める。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

 

(百万円)

資本金残高

 

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

自　平成25年６月１日

至　平成25年８月31日
－ 15,597,638 － 1,617 － 5,299

　

(6) 【大株主の状況】

平成25年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

株式会社チヨダ 東京都杉並区成田東四丁目39番８号 9,389 60.20

マックハウス共栄会 東京都杉並区梅里一丁目７番７号 954 6.11

Ｊａｐａｎ－Ｕｐ ・
ベータ投資事業有限責
任組合

無限責任組合員

株式会社ストラテジッ
クキャピタル

東京都渋谷区恵比寿西一丁目３番10号 592 3.79

豊島株式会社名古屋本
社

愛知県名古屋市中区錦二丁目15番15号 572 3.66

いちごトラスト

（常任代理人　香港上
海銀行東京支店）

SECOND FLOOR MIDTOWN PLAZA P.O. BOX 448 GRAND CAYMAN KY1-

1106,CAYMAN ISLANDS

（東京都中央区日本橋3－11－1）

271 1.74

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 198 1.26

ＧＯＬＤＭＡＮ 　ＳＡ
ＣＨＳ 　ＩＮＴＥＲＮ
ＡＴＩＯＮＡＬ

（常任代理人　ゴール
ドマン・サックス証券
株式会社）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2 BB,UK

（東京都港区六本木六丁目10番１号　六本木ヒルズ森タワー）
158 1.01

マックハウス従業員持
株会

東京都杉並区梅里一丁目７番７号 114 0.73

美濃屋株式会社 岐阜県岐阜市柳津町高桑五丁目112番地 109 0.69

資産管理サービス信託
銀行株式会社（証券投
資信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号 98 0.63

計 － 12,459 79.82

（注）１　上記のほか、自己株式が260千株(1.66％)あります。

２　マックハウス共栄会は当社の取引先持株会であります。

３　資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）の所有株式は、当該社の信託業務に係る株式であ

ります。
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(7) 【議決権の状況】

①  【発行済株式】

平成25年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 260,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,317,300 153,173 －

単元未満株式 普通株式 20,338 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 　 15,597,638 － －

総株主の議決権 － 153,173 －

(注) 上記「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社保有の自己株式21株が含まれております。

　

②　【自己株式等】

平成25年８月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社マックハウス

東京都杉並区梅里

一丁目7番7号
260,000 － 260,000 1.66

計 － 260,000 － 260,000 1.66

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第63号）に基づいて作成しております。

　

２. 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成25年６月１日

から平成25年８月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成25年３月１日から平成25年８月31日まで）に

係る四半期財務諸表について、優成監査法人により四半期レビューを受けております。

　

　

３. 四半期連結財務諸表について

当社は、子会社を有しておりませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成25年２月28日)

当第２四半期会計期間
(平成25年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,322 11,708

売掛金 364 633

商品 6,541 6,221

前払費用 371 363

繰延税金資産 187 115

その他 60 96

流動資産合計 21,847 19,138

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 162 156

建物附属設備（純額） 862 978

構築物（純額） 43 41

車両運搬具（純額） 2 1

工具、器具及び備品（純額） 71 74

リース資産（純額） － 3

土地 238 238

その他 3 －

有形固定資産合計 1,384 1,494

無形固定資産 113 129

投資その他の資産

長期前払費用 201 201

敷金及び保証金 5,358 5,211

繰延税金資産 871 781

その他 127 93

貸倒引当金 △55 △48

投資その他の資産合計 6,503 6,239

固定資産合計 8,001 7,863

資産合計 29,849 27,002
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成25年２月28日)

当第２四半期会計期間
(平成25年８月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,302 4,953

ファクタリング債務
※ 2,810 ※ 1,130

未払金 537 479

未払法人税等 937 237

未払費用 643 777

賞与引当金 111 117

店舗閉鎖損失引当金 15 11

リース資産減損勘定 222 175

資産除去債務 17 15

その他 78 191

流動負債合計 10,676 8,089

固定負債

長期未払金 274 99

退職給付引当金 1,379 1,388

転貸損失引当金 265 248

長期預り保証金 219 216

長期リース資産減損勘定 248 169

資産除去債務 592 598

その他 0 3

固定負債合計 2,979 2,722

負債合計 13,656 10,812

純資産の部

株主資本

資本金 1,617 1,617

資本剰余金 5,299 5,299

利益剰余金 9,428 9,414

自己株式 △163 △152

株主資本合計 16,182 16,179

新株予約権 9 9

純資産合計 16,192 16,189

負債純資産合計 29,849 27,002
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期累計期間
(自 平成24年３月１日
　至 平成24年８月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成25年３月１日
　至 平成25年８月31日)

売上高 18,463 17,821

売上原価 9,616 9,237

売上総利益 8,846 8,584

販売費及び一般管理費
※ 7,797 ※ 7,815

営業利益 1,049 768

営業外収益

受取利息 10 10

受取家賃 206 189

その他 72 50

営業外収益合計 289 249

営業外費用

支払利息 2 1

不動産賃貸費用 194 177

転貸損失引当金繰入額 13 －

その他 2 4

営業外費用合計 212 182

経常利益 1,126 835

特別利益

受取違約金 8 7

店舗閉鎖損失引当金戻入額 16 －

特別利益合計 24 7

特別損失

固定資産除却損 1 10

店舗閉鎖損失 23 －

減損損失 1 10

特別損失合計 25 21

税引前四半期純利益 1,125 821

法人税、住民税及び事業税 264 210

法人税等調整額 184 162

法人税等合計 449 373

四半期純利益 676 448
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期累計期間
(自 平成24年３月１日
　至 平成24年８月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成25年３月１日
　至 平成25年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 1,125 821

減価償却費 103 91

減損損失 1 10

退職給付引当金の増減額（△は減少） 11 8

賞与引当金の増減額（△は減少） 13 6

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5 △6

受取利息及び受取配当金 △10 △10

転貸損失引当金の増減額（△は減少） △6 △17

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） △40 △4

リース資産減損勘定の増減額(△は減少) △212 △126

支払利息 2 1

賃借料との相殺による保証金返還額 135 117

売上債権の増減額（△は増加） △93 △269

たな卸資産の増減額（△は増加） 74 320

仕入債務の増減額（△は減少） △1,488 △2,024

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △133 －

固定資産除却損 1 10

店舗閉鎖損失 23 －

未払消費税等の増減額（△は減少） △86 81

その他 3 △27

小計 △581 △1,015

利息及び配当金の受取額 1 0

利息の支払額 △2 △1

法人税等の支払額 △54 △872

営業活動によるキャッシュ・フロー △636 △1,889

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △132 △188

無形固定資産の取得による支出 － △11

定期預金の払戻による収入 7 2

敷金及び保証金の差入による支出 △72 △96

敷金及び保証金の回収による収入 158 99

その他 △13 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △53 △192

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △157 △0

配当金の支払額 △155 △459

リース債務の返済による支出 △1 △1

割賦債務の返済による支出 △65 △67

その他 － 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △380 △528

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,071 △2,611

現金及び現金同等物の期首残高 10,994 11,218

現金及び現金同等物の四半期末残高
※ 9,923 ※ 8,607
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【会計方針の変更等】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期会計期間より、平成25年３月１日以後に取得した有形固定

資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

なお、これによる当第２四半期累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

　
　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

　

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

※  一部の債務の支払について、従来の手形による支払に代え、ファクタリング方式による支払を採用して

おります。

　

(四半期損益計算書関係)

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　

　
前第２四半期累計期間
(自  平成24年３月１日
  至  平成24年８月31日)

当第２四半期累計期間
(自  平成25年３月１日
  至  平成25年８月31日)

役員報酬及び給与手当 2,306百万円 2,285百万円

賞与引当金繰入額 118百万円 117百万円

退職給付費用 55百万円 54百万円

営業地代家賃 2,393百万円 2,338百万円

　

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

とおりであります。

　

　
前第２四半期累計期間
(自  平成24年３月１日
  至  平成24年８月31日)

当第２四半期累計期間
(自  平成25年３月１日
  至  平成25年８月31日)

現金及び預金勘定 12,525百万円 11,708百万円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △2,602百万円 △3,101百万円

現金及び現金同等物 9,923百万円 8,607百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間（自  平成24年３月１日  至  平成24年８月31日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月23日
定時株主総会

普通株式 155 10.00 平成24年２月29日 平成24年５月24日 利益剰余金

　

２  基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年10月10日
取締役会

普通株式 153 10.00 平成24年８月31日 平成24年11月２日 利益剰余金

　

３  株主資本の著しい変動

当第２四半期累計期間において、平成24年４月16日開催の取締役会決議により、平成24年４月17日に自

己株式(274,000株)を取得しております。

これにより自己株式が157百万円増加し、当第２四半期会計期間末において自己株式が163百万円となっ

ております。

　

　

当第２四半期累計期間（自  平成25年３月１日  至  平成25年８月31日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月22日
定時株主総会

普通株式 459 30.00 平成25年２月28日 平成25年５月23日 利益剰余金

　

２  基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年10月10日
取締役会

普通株式 306 20.00 平成25年８月31日 平成25年11月５日 利益剰余金

　

３  株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期累計期間（自　平成24年３月１日　至　平成24年８月31日）及び当第２四半期累計期間

（自　平成25年３月１日　至　平成25年８月31日）

当社は衣料品小売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算

定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第２四半期累計期間
(自  平成24年３月１日
  至  平成24年８月31日)

当第２四半期累計期間
(自  平成25年３月１日
  至  平成25年８月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 43円95銭 29円24銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(百万円) 676 448

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 676 448

普通株式の期中平均株式数(千株) 15,390 15,329

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 43円94銭 29円21銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(千株) 3 14

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前事業年度末から重要な変動があった
ものの概要

－ －

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

平成25年10月10日開催の取締役会において、平成25年８月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次

のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　 306百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　20円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成25年11月５日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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優成監査法人

指定社員
業務執行社員

　公認会計士    加 藤　 善 孝    印

指定社員
業務執行社員

　公認会計士    本 間　 洋 一    印

指定社員
業務執行社員

　公認会計士    中 田　　 啓     印

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年10月10日

株式会社マックハウス

取締役会 御中

　

　

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社マックハウスの平成25年３月１日から平成26年２月28日までの第24期事業年度の第２四半期会計期間

（平成25年６月１日から平成25年８月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成25年３月１日から平成25年

８月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半

期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社マックハウスの平成25年８月31日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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